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○連結ベースの「業績概要」について、「売上⾼」は、電⼒⼩売全⾯⾃由化
に伴う競争激化の影響などにより、⼩売販売電⼒量が減少したものの、
エリア外への卸売販売電⼒量の増加や、燃料費調整額の増加などにより、
１兆1,199億円となり、前年同期に⽐べ848億円、率にして8.2%の増収
となりました。

○「経常利益」は、燃料費調整制度のタイムラグ影響に加え、企業グループ
一体となって、⽣産性・効率性のさらなる向上に取り組み、コスト削減に
努めたことから、645億円となり、前年同期に⽐べ270億円、率にして
72.0%の増益となりました。

○なお、「四半期純利益」は446億円となり、前年同期に⽐べ143億円、
47.3％の増益となりました。
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○「経常利益（個別）」は前年同期に⽐べ266億円の増益となりました。

○主な増益要因は、記載のとおり、燃料費調整制度のタイムラグ影響
+350億円となっております。

◯その一⽅で、収⽀悪化要因として、⼩売販売電⼒量の減により▲37億円、
能代⽕⼒3号機の試運転に伴う費用増等その他の要因で▲47億円となって
おります。
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○「燃料費調整制度のタイムラグ影響」のイメージ図を記載しております。

○前年同期が▲180億円程度、今期が+170億円程度であったことから、
350億円程度の収⽀改善要因となっております。
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○「電⼒供給⼒実績」について、前年同期⽐では、「⾃社発電」のうち
「⽔⼒」は停⽌電⼒差による増、 「⽕⼒」は一部ガス系⽕⼒の停⽌⽇数増
による減、「原⼦⼒」は⼥川・東通の所内電⼒を反映しているためマイナス
表示、「新エネ等」は地熱の運転減により減少しております。

○「融通・他社受電」では、上段は「受電」、下段は「送電」を示しております。
「受電」が増加している要因は、太陽光発電の買取量増加などによるものです。
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○「電⼒販売実績」について、⼩売販売電⼒量は、前年に⽐べ
夏季の気温が⾼かったことによる冷房需要の増加があるものの、競争激化に
よる契約の切り替えや産業用での⽣産減影響などから、325億kWhとなり、
前年同期と⽐べ1.4％の減となりました。

◯一⽅、卸売販売電⼒量は、エリア外への卸売が増加したことなどから、
82億kWhとなり、前年同期と⽐べ9.6％の増となりました。

◯これにより、全体の販売電⼒量は、前年同期と⽐べ0.6％増の407億kWhとなり
ました。
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○「主要諸元・収⽀変動影響額」について、前年同期に⽐べ、
「原油ＣＩＦ価格」が下落し、「為替レート」が円⾼になったことで、
燃調タイムラグがプラスに作用しております。
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○「２０１９年度 業績⾒通し・配当予想」について、今回は、先般の
台風19号による影響、冬場の電⼒需給状況や燃料価格の動向などを
⾒極める必要があり、現時点において修正する状況にないことから、
4月25⽇に公表した数値から変更しておりません。

○今後、業績⾒通しを修正する場合には、速やかにお知らせいたします。
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